
（資料５） 
第３回長崎県県庁舎整備懇話会資料 
 
 

県庁舎の整備方法について 

 

 

１ 現庁舎の耐震改修 ･･････････････････････････････････ １ 

(1) 想定される耐震改修の方法 

(2) 耐震改修の問題点 

 

２ 現在地での建替え ･･････････････････････････････ １７ 

(1) 検討の経緯  

(2) 仮庁舎費用の検討 

(3) 出島復元整備事業の進捗 

 

３ 魚市跡地での建設 ･･･････････････････････････････ ２２ 

(1) 魚市跡地周辺の動き 

(2) 魚市跡地の地盤等の状況 

(3) 魚市跡地の液状化対策の検討 
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１ 現庁舎の耐震改修 

 平成１６年度及び平成１９年度に実施した耐震診断の結果、県庁舎及び

警察本部庁舎ともに、震度６強の地震に対して倒壊等の危険性が高いこと

が判明しました。 

県庁舎と警察本部庁舎の耐震性の確保と災害時の防災拠点施設としての

機能整備は喫緊の課題であることから、耐震改修を行うことにより対応す

る可能性を検討しました。 

 

(1) 想定される耐震改修の方法 

① 耐震改修とは 

耐震改修とは、耐震診断の結果、対象建築物が有する耐震性が目標水

準より下回っていることが判明した場合、目標の耐震性能を実現するた

めに行う耐震補強のための改修工事です。 

補強方法としては、建物の外部に補強フレーム（新たな柱・梁等）を

取り付ける方法や、建物内部の柱と梁で囲まれた空間に補強ブレス（鉄

骨の筋かい等）を取り付ける方法などがあります。 
 

◇ 耐震補強工事のイメージ図 

  

 

 

 

補強フレームのイメージ 補強ブレスのイメージ 

（床） 



 - 2 -

② 耐震改修の目標設定 

工事内容を想定するためには、どの程度の耐震性を目指すかを設定す

ることが必要です。 

災害時の防災拠点となるべき県庁舎及び警察本部庁舎は、地震発生直

後から防災拠点としての機能が損なわれることなく、災害対策業務が継

続できるような高い水準の耐震性能を確保する必要があり、本来、国の

「官庁施設の総合耐震計画基準」（４～５頁を参照）で定めている大地震

動に対する耐震安全性の目標の「Ⅰ類」を満たすべきところです。 

   しかし、県庁舎については現状の耐震性能が非常に低いために（注）、「Ⅰ

類」を目標として耐震改修を行うと、屋内の補強ブレスの数が多くなり、

執務室や機械室等の中央をブレスが横切ることにより、 

1) Ⅱ類であれば１００㎡程度の面積の執務室が確保できるが、Ⅰ類を

目標とすると、３０㎡程度の執務室が多くできてしまう。 

2) 補強ブレスを避けた小さな出入り口しか設置することができず、倉

庫や書庫にしか使用できないスペースができてしまう。 

など、著しく使い勝手の悪い庁舎になってしまいます。このため、現庁

舎を継続して使用できる執務室を確保することを前提として耐震改修を

行う場合は、その下位の目標の「Ⅱ類」までしか満たすことができない

状況です（耐震安全性の基準は、５頁を参照）。 

ここでは、本館の１階から５階及び第１別館を「Ⅱ類」として耐震補

強工事を行うことを想定して検討しました。なお、耐震改修が困難とさ

れた本館６階及び時計塔については解体撤去することを想定しました。 

   警察本部庁舎については、４棟の建物から構成されており、耐震診断

の結果が、それぞれ異なるものであったため、庁舎の構造等を考慮し、

耐震改修が困難とされた旧館東側を解体のうえ現在地に新築し、旧館西

側については、屋上に通信用鉄塔を設置しているため、大地震後、構造

体に修繕を必要とする損傷を生じないよう「Ⅰ類」での改修、新館につ

いては、現庁舎を継続して使用できることを前提として、大幅な執務室

の減少を抑制するため「Ⅱ類」での改修を想定し検討しました。 
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   仕上げ材や建築設備（５頁を参照）については、本来は「Ａ類」「甲類」

での改修を行うべきところですが、今回は県庁舎・警察本部庁舎共に、「官

庁施設の総合耐震計画基準」への対応状況の詳細な調査や検討を行って

いないため、現在の庁舎と同程度の機能・仕様での改修を想定しました。 

◇ 耐震改修の目標設定 

改 修 箇 所 
耐震改修 
の目標 

備      考 

本館１～５階 Ⅱ類 

第１別館 Ⅱ類 

Ⅰ類による改修は事務所としての使用

が困難となるため、Ⅱ類で改修 
県 

庁 

舎 

本館６階 （解体） 耐震改修困難なため解体 

旧館西側 Ⅰ類 

屋上に通信用鉄塔を設置しているため、

事務所として使用困難な部分が生じる

恐れもあるが、やむを得ずⅠ類で改修 

新館、大浦・松ヶ枝別館 

矢上交番 
Ⅱ類 

Ⅰ類による改修は事務所としての使用

が困難となるため、Ⅱ類で改修 

警 

察 

本 

部 

旧館東側 （解体・新築） 耐震改修困難なため解体し新築 

 

（注）現庁舎の耐震性能（Ｉｓ値） 
Ｉｓ値は最低でも０．６以上必要であり、０．３未満の場合、震度６強の地震で
倒壊又は崩壊する危険性が高い（第１回長崎県県庁舎整備懇話会資料より再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 部   位 Ｉｓ値 
判定結果 

（耐震補強） 

本館１～５階 ０．２７３ 必  要 

本館６階 ０．０６ 困  難 

第１別館 ０．２７０ 必  要 
県 庁 舎 

時計塔 － 困  難 

旧館東側 ０．１６ 困  難 

旧館東側別館 ０．５４ 必  要 

旧館西側 ０．３６ 必  要 
警察本部 

新館 ０．４６ 必  要 
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◇ 官庁施設の総合耐震計画基準 

国土交通省は、平成８年１０月、「官庁施設の総合耐震計画基準」及び「官

庁施設の総合耐震診断・改修基準」を地震防災機能確保のための技術基準とし

て制定しました。（「官庁施設の総合耐震計画基準」はその後改訂が行われ、最

終改訂は平成１９年１２月１８日） 

この基準は、阪神・淡路大震災による官公庁施設被害の分析から、建築物の

構造体以外にも通信施設や電源設備、水、電気等のライフラインの確保の重要

性が確認され、この教訓をふまえて制定されたものです。 

「官庁施設の総合耐震計画基準」は、官庁施設として必要な耐震性能の確保

を図ることを目的として、官庁施設の地震による被害及びそれに伴う火災など

の二次災害に対する安全性に関する基本的事項及び施設の維持管理について定

めたものです。 

官庁施設の耐震安全性の目標については、次のように規定されています。 

○ 官庁施設の有する機能、官庁施設が被害を受けた場合の社会的影響等を

考慮し、施設を分類し、構造体、建築非構造部材、建築設備等について、

大地震動に対して官庁施設が持つべき耐震安全性の目標を定め、その確保

を図ること。 

○ 特に、災害対策の指揮及び情報伝達、救護、消火活動等の災害応急対策

に必要な官庁施設については、他の官庁施設に比べ、大地震動に対して

も耐震性能に余裕を持たせることを目標とする。 

大地震動に対する耐震安全性の目標は、構造体、建築非構造部材（仕上げ）、

建築設備ごとに別表のように目標が定められています。 

このうち、災害応急対策において特に重要な官庁施設については、構造体

はⅠ類、建築非構造部材はＡ類、建築設備は甲類が目標となります。 

耐震改修後の官庁施設の耐震安全性の目標についても、原則として同様の性

能となります。 
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〔大地震動に対する耐震安全性の目標〕 

部  位 分類 耐震安全性の目標 

・大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用でき

ることを目標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が

図られる 

Ⅰ類

・必要保有水平耐力の割り増し １.５ 

・大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使

用できることを目標とし、人命の安全確保に加えて機能確保が

図られる 

Ⅱ類

・必要保有水平耐力の割り増し １.２５ 

・大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全

体の耐力の低下は著しくないことを目標とし、人命の安全確保

が図られる 

構 造 体 

 

Ⅲ類

・建築基準法に規定する必要保有水平耐力（割増しなし １.０）

Ａ類 ・大地震動後、災害応急活動等を円滑に行ううえ、又は危険物

の管理のうえで支障となる建築非構造部材の損傷、移動等が発

生しないことを目標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能

確保が図られる（外部及び活動拠点室、活動通路等） 

Ｂ類 ・大地震動により建築非構造部材の損傷、移動等が発生する場

合でも、人命の安全確保と二次災害の防止が図られることを目

標とする 

建築非構造部材 

（仕上げ材） 

共通 ・建築設備の機能保持を阻害しないよう配慮する 

・大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られて

いるとともに、大きな補修をすることなく、必要な設備機能を

相当期間継続できることを目標とする 

甲類

・求められる機能についての信頼性の向上を図る 

・不測の事態により、必要な設備機能を発揮できない場合を想

定し、代替手段に配慮する 

乙類 ・大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られて

いることを目標とする 

建 築 設 備 

共通 ・大地震動後においても機能する必要のある設備機器、配管等

は、他からの波及被害を受け難いよう、配慮する 

・ライフラインの途絶に備えた対策を検討する 

 

柱・梁・基礎等 

外壁仕上げ、建
具、間仕切り、
天井、屋根材等 

電力供給、照明、
通信連絡、給排
水、衛生、空調、
エレベーター 
設備等 
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③ 耐震改修工事の内容 

上記の目標を達成するために、県庁舎については、外部に鉄筋コンク

リート造補強フレームを増設、内部に鉄骨造の補強ブレスを１９３カ所

増設し、仕上げ材及び建築設備の大規模改修工事を現在の庁舎と同程度

の機能・仕様で行うことを想定しました（本館６階及び時計塔は解体撤

去）。 

   警察本部庁舎については、内部に鉄骨造の補強ブレスを２３８カ所増

設し、仕上げ材及び建築設備の大規模改修工事を現在の庁舎と同程度の

機能・仕様で行うことを想定しました（旧館東側は建替え）。 

◇ 工事内容 
 

項  目  
県 庁 舎 

（本館、第１別館） 

警 察 本 部 

本部庁舎、大浦・松ヶ枝別館､ 

矢上交番 

耐震補強 

工 事 

 

・外部に鉄筋コンクリート造補強

フレームを増設 

南･北･東面の外周部 

７頁のイメージ図参照 

・内部に鉄骨造の補強ブレスを 

増設  １９３カ所 

内本館１６４カ所 

一部柱を鉄板補強 

・耐震改修が困難とされた本館 6

階、時計塔を解体撤去 

・内部に鉄骨造の補強ブレスを 

増設     ２３８カ所 

一部柱を鉄板補強 

・耐震改修が困難とされた本部庁

舎旧館東側を建替え 

 

 

 

大規模 

改修工事 

・建築及び電気・衛生・空調設備の改修 

（現在の庁舎と同程度の機能・仕様で改修） 
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◇ 本庁舎の耐震改修工事のイメージ図（Ⅱ類） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国道からの工事が必要な部分

議員用駐車場部分 

現駐車場の確保が 
難しい部分 

既存壁面から２ｍ拡幅 

既存壁面から３ｍ拡幅 
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◇Ⅰ類とⅡ類の違い（県庁舎本館２階） 

Ⅱ類による 
耐震改修のイメージ 
  
本館の補強ブレス 
  １６４カ所 

Ⅰ類による 
耐震改修のイメージ 
 
 本館の補強ブレス 
  ３２６カ所 

   Ⅱ類による補強ブレス    Ⅰ類により追加される補強ブレス     外部補強フレーム 

次ページ拡大部分 

次ページ拡大部分 
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④ 

６畳 4.5 畳 

台所 

５．４ｍ 

６．３ｍ 

 

 

 

４ｍ ４ｍ ４ｍ 

８ｍ 

８ｍ 

４ｍ ４ｍ ４ｍ 

耐震改修後の執務室レイアウト 

〔Ⅱ類による耐震改修〕 

９６㎡の執務室で、１６人程度

の職員が執務することができま

す。 

〔Ⅰ類による耐震改修〕 

補強ブレスにより執務室が３つ

に分割され、それぞれの面積は

３２㎡しかなく、別々の部屋で

執務せざるを得なくなります。

また、補強ブレスを避けた小さ

な出入り口しか設置することが

できないため、倉庫や書庫にし

か使用できないスペースが

できてしまいます。 

３２㎡という面積は、６畳、４

畳半と小さな台所がついたアパ

ートと同じくらいの面積です。

約３４㎡ 

   Ⅱ類による補強ブレス 

   Ⅰ類により追加される補強

ブレス 

    既存の耐力壁 

小さな出入り口しか設置できない 
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 ④ 事業費の試算 

上記の想定で標準的な工事費等の試算を行った結果、改修工事費、仮

庁舎借り上げ費等及び特殊システム整備費を合わせて１３５億円の費用

を要します。 

ただし、仕上げ材及び建築設備については、現在の庁舎と同程度の機

能・仕様で想定しており、官庁施設の総合耐震計画基準で本来求められ

る「Ａ類」「甲類」（５頁を参照）での改修を行うと、工事費がさらに増

加する可能性があります。 

 

◇ 事業費 
                       （単位：億円） 

項   目 県 庁 舎 警察本部 計 

改 修 工 事 費 ６０ ５１ １１１ 

仮庁舎借上げ費等 ８ ５ １３ 

特殊システム設置費 － １１ １１ 

合    計 ６８ ６７ １３５ 

注） 特殊システム設置費：警察本部の交通管制システム等改修工事による 

休止が許されない設備を、工事に先立って別の場所に設置する費用 

 

 (2) 耐震改修の問題点 

  これまで述べてきたように、現在の庁舎の機能をできる限り活用し、継

続して使用できることを前提に耐震改修を行おうとすると、少なくとも１

３５億円という多額の事業費を要します。しかし、それにもかかわらず、

防災拠点として求められる「官庁施設の総合耐震計画基準」の「Ⅰ類」の

目標を満たすことができないなど、以下のように様々な問題点があります。 

 

① 防災拠点施設としての機能が確保できない 

県庁舎及び警察本庁舎は、各種災害等から県民の生命や財産を守るた

めの活動拠点となる施設であり、災害時には県の災害対策本部が設置さ
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れ県下全体の災害対策を指揮する防災拠点施設としての機能を確保する

ため、耐震性の確保が求められています。 

今回想定される耐震改修を実施することで、一定の耐震性は確保され

ますが、地震発生時に既存内部壁、天井等の崩落の危険性があることや、

設備機器が機能停止する可能性が依然として残ることなどにより、災害

対策業務が継続できなくなり、防災拠点施設としての機能が十分に発揮

できない恐れがあります。 

   仮に構造体が「Ⅰ類」を満たす耐震改修を行おうとした場合は、さら

に多くの費用を要するだけでなく、執務室として使用困難な部分が多く

発生する（２頁、８～９頁を参照）など、庁舎として使用することは著

しく困難と考えられます。また、仕上げ材を「Ａ類」、建築設備を「甲類」

として改修すると更に多くの費用を要し、建築設備については現庁舎に

は新たな設備を設置するスペースがないため、基準を満足できない部分

もあると考えられます。 

 

 ② 狭隘化・分散化等が増大する 

耐震改修を行う場合においては、改修困難な部分の解体等に伴う新た

な民間庁舎の借上げによる分散化、補強フレームの増設による来客者等

の駐車場の不足がより一層増大するなど、従来からの課題を何ら解決す

ることができず、これまで以上に県民サービスの低下を招くことは避け

られません。 

(ｱ) 狭隘化・分散化の増大 

耐震改修が困難とされる県庁舎本館６階部分の解体により約１,３０

０㎡（職員２１２人分の執務室）、また、耐震改修における耐震壁の新

設等に伴い執務室として使用できる床面積が減少することにより約１,

５００㎡、合わせて約２,８００㎡の借上げ庁舎が新たに必要となりま

す。 

このように、狭隘化が一層進み、結果として、新たな民間庁舎の借
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上げが必要となり、庁舎の分散化が増大することになります。 

こうしたことで、効率的な事務執行への影響だけでなく、執務室の

配置がこれまで以上にわかりにくいものとなるなど、更なる県民サー

ビスの低下は避けられません。 
 

◇ 庁舎の解体及び耐震改修に伴う執務室面積の減少 

区  分 県  庁  舎 警 察 本 部 合  計 

庁舎の解体 １,２６２ ㎡ －  １,２６２ ㎡ 

耐 震 改 修 ７２０ ㎡ ７８３ ㎡ １,５０３ ㎡ 

合  計 １,９８２ ㎡ ７８３ ㎡ ２,７６５ ㎡ 

※ 警察本部庁舎（旧館東側）は、解体建替えのため庁舎の解体に伴う床面積の減少

はない。 

 

  (ｲ) 駐車場不足の増大 

県庁舎の耐震改修においては、本館の南・北・東面の外周部に鉄筋

コンクリート造補強フレームを増設することとなるため、庁舎の外周

部にある駐車場が使用できなくなり、また、警察本部庁舎においても、

建物内部に鉄骨造の補強ブレスを増設することになるため、屋内の駐

車場の一部が使用できなくなります。 

これにより、５６台分の駐車場が使用できなくなり、来庁者を含む

庁内の駐車場がさらに不足し、県民サービスのより一層の低下を招く

ことは避けられません。 
 

◇ 耐震改修に伴う駐車場の減少 

区  分 県  庁  舎 警 察 本 部 合  計 

現   状 ２２２台 １４４台  ３６６台 

対震改修後 １８３台 １２７台 ３１０台 

合  計 △ ３９台 △ １７台 △ ５６台 

※ 警察本部は、現行の借上駐車場（１４台）分を除く。 
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③ 新たな県民負担が発生する 

現庁舎の耐震改修に伴い、庁舎の執務室スペース等が減少することに

よる新たな民間庁舎の借上げや、駐車場の減少による民間駐車場の借上

げに要する費用として、１年あたり約１億３,０００万円の新たな経費が

生じ、現在の借上げ費用（年間で約２億円）と合わせると、年間で約３

億３,０００万円（１.７倍）もの多額の経費を要することになります。 

 
◇ 耐震改修に伴い新たに発生する費用（１年あたり） 

                                （単位：百万円） 

項   目 県 庁 舎 警察本部 計 

庁舎借上げ費 ７７ ３０ １０７ 

駐車場借上げ費 １４ ７ ２１ 

ネットワーク回線料 ※ － ３ ３ 

合    計 ９１ ４０ １３１ 

※ ネットワーク回線料：新たに発生する借上げ庁舎等と警察本部庁舎間の 
警察情報ネットワーク回線使用料 

 

④ 改修後、短期間で建替えの検討が必要になる 

   耐震改修の問題点として、これまで述べてきた防災拠点施設としての

機能確保ができないこと、狭隘化・分散化等の増大、新たな県民負担の発

生がありますが、より本質的な問題点として、耐震改修を行ったとしても、

その後短期間で建替えの検討が必要になるということがあります。 

建築物をいつまで使用することができるか（耐用年数）を正確に推計

することは困難ですが、推計の方法については、各種調査・研究の結果

をもとに、様々な提案が行われており、これらを総合的に考慮すると、

耐震改修を行った後、短期間で建替えの検討が必要となると考えられま

す。 

 

(ｱ) 耐用年数の考え方 

建築物の耐用年数を確定的に示す広く合意された方法はありませんが、

推計する方法は様々なものがあります。 
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建築物の耐用年数は、建築物が構造的にその使用に耐えられなくなり、

倒壊・崩壊するまでの期間ではなく、構造耐力のほかに、敷地、規模、

機能、経済性、安全性等の耐用限界を総合的に判断して決定されます。 

具体的な推計方法は、工学的な方法、統計的な方法など様々なものが

提案されていますが、県庁舎及び警察本部庁舎の耐用年数については、

複数の方法で推計を行ったうえで、その社会的重要性に十分に配慮して

判断する必要があると考えられます。  

1) 工学的な推計方法での検討 

日本建築学会の建築工事標準仕様書において、コンクリートの設

計基準強度ごとの耐用年数（供用限界期間）が定められています。

耐震診断における調査の結果、県庁舎・警察本部庁舎のコンクリー

トの強度は１８Ｎ／ｍ㎡で、これに対応する耐用年数は約６５年と

なっています。 

2) 統計的な推計方法での検討 

工学的な推計方法による耐用年数は、コンクリートの物理的耐用

限界に着目したものであり、それ以外の部分の機能低下や修繕費の

増加等の経済効率の低下等による社会的耐用限界等については推計

が困難であるため、統計的な推計方法を併せて用いることが有効で

あると思われます。 

例えば、固定資産税の台帳より建築物の現存数と除却数のデータ

を整理すると、鉄筋コンクリート造事務所の平均寿命は約４５年、

建築から６５年後に現存している割合は約１０％、７０年後で約

５％となっています。（早稲田大学 小松幸夫「建築寿命の推定」よ

り） 
 

   ◇「耐用限界」 

・ 材料の劣化に伴う構造耐力の低下等の「物理的耐用限界」 

・ 経済性、機能の低下等の「社会的耐用限界」 

・ 陳腐化、視覚的条件等の「意匠的耐用限界」 
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３) その他 

     財務省の「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」による鉄筋

コンクリート造事務所の耐用年数は、５０年となっています。 

 

(ｲ) 現庁舎の耐用年数 

先にも述べたように、耐用年数を確定的に示す広く合意された方法

はありませんが、鉄筋コンクリート造の事務所の場合で、日本建築学

会が示す供用限界期間が約６５年、財務省の減価償却のための耐用年

数が５０年であるほか、統計的には、６５年経過した建物が残ってい

る割合が約１０％であることなどから、県庁舎の社会的役割の重要性

などを総合的に勘案すると、現庁舎の耐用年数は、６５年程度と推定

することが妥当であると考えられます。 

また、耐震改修を実施したとしても、既存の柱や梁などの構造体の

コンクリート強度が向上するわけではなく、建築設備などを含めた根

本的な機能向上は困難なため、建物自体の耐用年数が延びるものでは

ありません。 

このため、耐用年数を６５年程度とすれば、現在の庁舎は建設後約

５５年を経過していることから、１０～１５年後には、再び、建替え

の検討が必要となると考えられます。 



 - 16 -

◇ 耐震診断時のコンクリート強度試験結果 

○ 県庁舎のコンクリート強度試験結果  県庁舎      １８.７ Ｎ／mm2 

警察本部庁舎  １７.８ Ｎ／mm2 

○ 日本建築学会による耐用年数（供用限界期間） 

コンクリート強度 供用限界期間 

１８ N／mm2 約６５年 

２４ N／mm2 約１００年 

※ 「N／mm2」はコンクリートの圧縮強度を示す単位 

 
 

◇ 鉄筋コンクリート造事務所の現存割合 

・ 建築後６５年：約１０％ 

・ 建築後７０年：約 ５％ 

    （早稲田大学 小松幸夫「建築寿命の推定」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現庁舎の耐用年数は、６５年程度と推定することが妥当 

耐震改修を行っても１０～１５年後には建替えの検討が必要 

県庁舎及び 
警察本部庁舎の
コンクリート 

← 
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２ 現在地での建替え 

(1) 検討の経緯 

県庁舎整備については、かねてより、現庁舎の老朽化、狭隘化、分散化

等に伴い、整備の必要が指摘される中、これまで県庁舎建設懇談会や県議

会県庁舎建設特別委員会等の議論を踏まえ、平成９年に前知事が、「新県庁

舎の建設場所は、長崎魚市跡地が最適であるとの結論に達した。」旨を表明

しましたが、それまでの議論等の中で、新庁舎の建設場所についても検討

が行われました。 

 

まず、平成8年５月の県庁舎建設懇談会の提言では、「新庁舎の建設場所

については、現在地を基本とするが、魚市跡地や行政区域を越えて新たな

発想をすべきとの議論もあり、県民の理解を得るため、警察棟の建設場所

や仮庁舎の問題、さらに建設コスト等の問題を含めて、十分なる検討を加

えて決定されることを希望する。」とされました。 

 

また、平成９年２月の県議会県庁舎建設特別委員会の委員長報告では、

「県庁舎の建設場所としては、長崎市の長崎魚市跡地を建設候補地とする

意見が大勢を占めた。」、また「一方、県央地域は長崎県全体を考えたとき

に、県下各地域からの交通の利便性に優れ、土地の余裕があり、将来的に

歴史や文化をつくっていくことに適しているので、諫早市や大村市を建設

候補地として推す意見もあった。」とされました。 

 

このような県議会や懇談会での議論の経過等を踏まえて、新庁舎建設に

関する県としての基本方針の検討が行われましたが、その中で、建設場所

については、現在地をはじめ、長崎魚市跡地、諫早市の総合農林試験場、

大村市の運転免許試験場等を候補地として検討されました。 

その結果、平成９年９月に、前知事が「新庁舎の建設場所は長崎魚市跡

地が最適であるとの結論に達した。」と表明しましたが、この検討において、

現在地での建替えについては、主に次のような問題点があると整理されま

した。 
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① 現在地については、庁舎敷地の狭隘さから、仮庁舎が必要となり、
この借上げに多額の費用が必要であること。 

② 現庁舎と同規模程度（延床面積 約３７,０００㎡）の仮庁舎は、一
ケ所に集約しての確保が難しく、分散した仮庁舎となり、建設期間中

に行政サービスが著しく阻害されること。 

③ 現在地の敷地の狭隘さから、建替え後においても、同一敷地内に行
政棟、議会棟、警察棟の建設は形成上無理があること。 

 

(2) 仮庁舎費用の検討 

現在地での建替えの問題点については、平成９年当時、十分に検討され

たものであり、また、現在においても状況が変わる要因は考えられません

が、建替え期間中における仮庁舎の確保に要する経費について、平成 9 年

当時は明確な数値が示されていませんでしたので、現時点での試算を行い

ました。 

まず、借上げビルで対応することとした場合は、民間ビルの借上げ費に、

ＬＡＮや電話等の工事費や警察本部の特殊システム設置費を加えると、県

庁舎と警察本部庁舎と合わせて約７４億円にのぼります。ただし、現庁舎

と同規模を確保するためには、相当に分散化することになります。 

また、分散化を抑制する観点から、まとまった敷地にプレハブ庁舎を建

設することを想定した場合は、プレハブ庁舎の建設費と特殊システム設置

費等の合計で約８３億円が見込まれます。（県有地等の活用を想定しており、

借地料等は含みません。） 

 

◇ 建替え期間中における仮庁舎の確保に要する経費 
                                 （単位：億円） 

確保の方法 県 庁 舎 警察本部 合  計 

借上げビルで対応 ４２ ３２ ７４ 

プレハブ庁舎を建設 ４７ ３６ ８３ 

   ※ プレハブ庁舎の場合、県有地等の活用を想定しており、借地料等は含みません。 
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(3) 出島復元整備事業の進捗 

平成 9 年の検討以降、現在の県庁舎に隣接する「出島」の復元整備事業

が実施されており、現在地での建替えを検討するにあたっては、これまで

述べてきた問題点に加え、出島など周辺のまちづくりとの調和を検討する

必要が考えられます。 

「出島」については、大正１１年に「出島和蘭商館跡」として国の史跡

に指定され、長崎市において、この出島の復元を市のまちづくりの重要な

拠点と位置づけ、平成８年３月に「史跡『出島和蘭商館跡』復元整備計画

書」が策定されました。 

計画策定後、１９世紀初頭の出島の復元を目指して整備事業が進められ、

まず、平成１２年３月に「へトル部屋」をはじめとした 5 棟が完成し、続

いて平成１８年３月には出島の代表的な建物であった「カピタン部屋」や

「水門」など５棟の建物が復元され、３段階に分けて実施されている短中

期計画のうち第１段階が完成しました。また、この建物の復元とあわせて

建物周辺の護岸石垣なども江戸時代の状況へと整備が進められており、次

第に１９世紀初頭の「出島」の姿が現れてきています。そして現在、第２・

第３段階の事業着手に向けて、具体的な検討が行われています。 

 

一方、現在の県庁舎は、史跡「出島」に隣接し、これまで、イエズス会

本部や長崎奉行所西役所、海軍伝習所等が設けられ、医学伝習所の発祥の

地であるなど、歴史的、文化的な価値の高い場所に存在しています。 

しかしながら、現在は、県庁舎別館（第一・第二・第三別館）の建物に

よって、「出島」と幕末の名残を留める石垣や旧長崎奉行所西役所敷地（県

庁舎本館敷地）が分離されているため、まちなか活性化や観光振興等を図

る観点から、歴史的、文化的な価値の高いこの場所と、復元整備事業が進

捗している「出島」との調和を図るべきとの指摘も受けています。 

 

このように、現庁舎の敷地は、中心市街地に存在するたいへん貴重な土

地であり、また、長崎市全体のまちづくりにも影響を与えるものです。 

現在地での建替えについては、このようなまちづくりの観点も課題の一

つと考えられます。 
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◇ 隣接する県庁と史跡「出島」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 史跡「出島和蘭商館跡」復元整備計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

短中期計画完成予想図 

県庁 

史跡「出島」 

隣接する県庁と史跡「出島」 
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１８５５年（安政２年）、長崎奉行所西役所内に開設された「海軍伝習所」 

◇ 幕府長崎海軍伝習所之図（(財)鍋島報效会蔵） 

県庁舎別館の建物によって、「出島」と幕末の名残を留める石垣や旧長崎奉行所西役所敷地（県庁舎本

館敷地）が分離されており、「出島」周辺のまちづくりとの調和を図るべきとの指摘を受けている 

C

A

出島周辺の土地利用の課題
長崎海軍伝習所之図（財団法人鍋島報效会蔵）

A

橋の復元（構想）

幕末の名残を留める石垣

出島と旧海軍伝習所敷地を遮る県庁別館C

B

B

 

 
 

 

◇ 出島周辺の土地利用の課題 
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３ 魚市跡地での建設 

 (1) 魚市跡地周辺の動き 

① 埋立工事の進捗   

県庁舎の建設については、「２ 現在地での建替え」（１７頁）で述べ

たように、現庁舎の分散化、狭隘化、老朽化等に伴い、整備の必要性が

指摘される中で、県庁舎建設懇談会や県議会県庁舎建設特別委員会等に

おいて活発な議論が行われました。このような経過を踏まえ、新庁舎建

設に関する県としての基本方針の検討が行われ、平成９年９月に前知事

が、新県庁舎の建設場所は長崎魚市跡地が最適であると表明しました。 

この方針に沿って、県庁舎建設用地として利用することを前提に、国

の補助金を受けた国庫補助事業と県の単独事業による魚市跡地の整備事

業を推進し、平成１２年度の環境影響評価調査、平成１４年度の新たな

漁港整備計画への盛り込みを経て、平成１５年に長崎魚市跡地の公有水

面埋立免許の申請手続を行い、平成１７年度からは建設予定地の埋立工

事を進めています。 

この埋立工事の実施にあたっては、平成１５年１２月の埋立免許の出

願と、工事内容の見直しに伴う平成１７年の新たな埋立免許の出願に関

して、公有水面埋立法の規定に基づき、県庁舎用地の造成等を目的とす

る埋立てについて、長崎市議会が支障がない旨の議決をし、これを受け

て、長崎市長が埋立同意の回答を行っています。そして、平成１８年２

月に公有水面埋立免許を取得し、漁港整備計画に併せて庁舎建設予定地

の埋立工事を進めてきており、この埋立工事が、平成２１年度には完了

する見込みとなりました。 

なお、この埋立事業にかかる平成１１年度から事業完了までの総事業

費は、約４６億円となる予定であり、平成１９年度まで既に約３６億円

の事業費を投じてきています。 

 

② 長崎駅周辺のまちづくり事業の進捗 

   長崎駅周辺においては、都市計画道路浦上川線、長崎漁港再整備計画、

九州新幹線長崎駅部構想、ＪＲ長崎本線連続立体交差事業、長崎駅周辺 
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３ 魚市跡地での建設 

 (1) 魚市跡地周辺の動き 

① 埋立工事の進捗   

県庁舎の建設については、「２ 現在地での建替え」（１７頁）で述べ

たように、現庁舎の分散化、狭隘化、老朽化等に伴い、整備の必要性が

指摘される中で、県庁舎建設懇談会や県議会県庁舎建設特別委員会等に

おいて活発な議論が行われました。このような経過を踏まえ、新庁舎建

設に関する県としての基本方針の検討が行われ、平成９年９月に前知事

が、新県庁舎の建設場所は長崎魚市跡地が最適であると表明しました。 

この方針に沿って、県庁舎建設用地として利用することを前提に、国

の補助金を受けた国庫補助事業と県の単独事業による魚市跡地の整備事

業を推進し、平成１２年度の環境影響評価調査、平成１４年度の新たな

漁港整備計画への盛り込みを経て、平成１５年に長崎魚市跡地の公有水

面埋立免許の申請手続を行い、平成１７年度からは建設予定地の埋立工

事を進めています。 

この埋立工事の実施にあたっては、平成１５年１２月の埋立免許の出

願と、工事内容の見直しに伴う平成１７年の新たな埋立免許の出願に関

して、公有水面埋立法の規定に基づき、県庁舎用地の造成等を目的とす

る埋立てについて、長崎市議会が支障がない旨の議決をし、これを受け

て、長崎市長が埋立同意の回答を行っています。そして、平成１８年２

月に公有水面埋立免許を取得し、漁港整備計画に併せて庁舎建設予定地

の埋立工事を進めてきており、この埋立工事が、平成２１年度には完了

する見込みとなりました。 

なお、この埋立事業にかかる平成１１年度から事業完了までの総事業

費は、約４６億円となる予定であり、平成１９年度まで既に約３６億円

の事業費を投じてきています。 

 

② 長崎駅周辺のまちづくり事業の進捗 

   長崎駅周辺においては、都市計画道路浦上川線、長崎漁港再整備計画、

九州新幹線長崎駅部構想、ＪＲ長崎本線連続立体交差事業、長崎駅周辺
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土地区画整理事業など各種の事業が進められています。 

特に、長年の懸案であった九州新幹線西九州ルート（長崎ルート）が

着工し、今後早期完成に向けて積極的な事業推進が図られる状況の中、

平成１９年度末に一部の区間が暫定供用された都市計画道路浦上川線が、

平成２１年度には全線が供用される予定であり、長崎市中心部における

広域的な交通ネットワーク機能が大きく改善されることになります。 

長崎駅部を含めたＪＲ長崎本線連続立体交差事業や長崎駅周辺土地区

画整理事業についても、平成２０年度の都市計画決定に向けた手続が進

められています。これらの事業により、鉄道で分断した市街地の一体化

や、平面踏切の解消による自動車交通の円滑化、歩行者の安全性・快適

性の確保を図るとともに、県都の玄関口にふさわしい都市機能の集積、

都市空間の形成によるにぎわいの創出と交流の促進を目指した、新しい

まちづくりが本格的に動き出したところです。 

このような中で、長崎駅に隣接する魚市跡地の土地利用は、長崎駅周

辺のまちづくり事業と密接な関わりを持ち、この土地利用が決まらない

場合には、駅とその周辺の建物施設計画や歩行者動線計画など、まちづ

くり全体の推進に影響を及ぼすことも考えられます。 

また、平成２１年度に魚市跡地の埋立工事が完了することにより、 

３０，０００㎡にも及ぶ用地が造成されることになりますが、長崎駅周

辺の総合的なまちづくりを推進する観点からも、また、長崎市の活性化

を図る観点からも、この広大な用地を未利用のまま放置してよいのかと

いった大きな問題が生じるものと思われます。 
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 ① 高潮対策等 

高潮対策については、魚市跡地の岸壁の高さが基準となる海面から  

４.２ｍであり、過去における最大潮位（海面から３．５２ｍ）よりも約７

０ｃｍ高くなっています。 

地震津波による大きな被害はないと思われますが、唯一、被害が発生し

たと記されている１７０７年紀伊半島沖で発生した宝永地震による津波

（波高１ｍ程度）、１９８３年チリ沖地震（波高１.１５ｍ：あびき現象に

より増幅）を想定し、敷地地盤高を１～２ｍ程度かさ上げをすることとし

ました。 

なお、地球温暖化による海水面の上昇については、「気候変動に関する

政府間パネル（ＩＰＣＣ）第４次評価報告書」（平成１９年）によると、

シナリオにより予測される２０９９年までの世界平均海面水位の上昇量

の上限は５９㎝であり、敷地地盤高のかさ上げにより対応できる範囲であ

ると考えられます。 

 

岸壁の高さ(+4.2m) 

過去の最大潮位(+3.52m) 

基準海面(0m) 

 

地盤のかさ上げ(1～2m) 約 70cm 

庁舎 

魚市跡地の岸壁の高さと過去の最大潮位 

岸壁 
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② 魚市跡地の地質調査の結果 

   平成 9 年当時、新庁舎建設に関する県としての基本方針を検討するに

あたって、建設候補地となっていた魚市跡地の地質調査を行いました。  

その結果、建築物の支持地盤となりうる凝灰角礫岩が地表面から-２０

ｍ付近で確認され、一般的な杭基礎で施工できるものと判断されます。 

液状化については、地盤全体として液状化する可能性は小さく、重要

構造物を建設する際は、適切な地盤改良を行うことで対応可能というも

のでした。 

なお、現在埋立を行っている区域については、液状化を生じない礫質

の土を使用しています。 
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◇ 魚市跡地の地質調査（基礎地盤と液状化） 

 

① 調査時期 

・ 平成９年６月 「長崎魚市跡地地質調査委託」（コンサルに委託） 

・ 平成９年８月 「県庁舎建設候補地地質等事前調査業務」（コンサル委託） 

② 調査結果 
 〔基礎地盤について〕 

・ 地表面から－２０ｍ付近より凝灰角礫岩が確認されている。 

・ 凝灰角礫岩はほぼ平坦面をなしており、風化部も１～２ｍ程度と比較的薄いことが明

らかになっている。 

・ 凝灰角礫岩はＮ値５０回以上であり、建築物の支持地盤として適当と考えられ、許容

支持力も充分期待できる。 

・ 基礎形式としては、支持地盤深度が深いことから、杭基礎となるものと判断される。 

〔液状化について〕 

・ 地盤全体の評価としては、液状化が生じる可能性はかなり小さいと考えられる。 

・ 一部の地層は液状化する可能性があるが、層厚が薄く、地層によっては分布が局部的

であったり、連続性に欠けるなど、分布範囲がかなり狭い。 

・ したがって、地震時に一部で液状化が発生しても、地盤全体としては液状化する可能

性は小さいものと判断される。 

・ 近隣で直下型地震等が発生した場合には想定以上の揺れが生じる可能性があるため、

重要構造物では地盤改良を行うことが望ましい。 

（調査では地表面水平加速度１５０gal で検討） 

③ 液状化対策（地盤改良） 

 液状化対策としては下記のような工法が考えられる。 

・ 締め固め工法    （ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ工法、ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾌﾛｰﾃｰｼｮﾝ工法等） 

・ 間隙水圧消散工法  （グラベルドレーン工法等） 

・ 固結工法      （深層混合処理工法等） 

 

※ Ｎ値とは、地質調査時に行われる標準貫入試験において、所定のハンマーを自由落下さ

せて試験用サンプラーを地中に３０㎝貫入させるのに必要な打撃回数で、地盤の強さの

指標として広く用いられているもの。 
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 GL(m) 
0 
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-25  

 

昭和 20 年代築造 

調査位置平面図 

№5 №6 

№3 

№4 

 

昭和 40 年代築造 

地表面 

  B2  液状化の可能性が高い砂の層 

№５ №６ №３ №４ 

調査地点中最も液状化の
可能性の高い地層断面 

AS1,AS2 液状化の可能性がやや高い砂混じ 
りの地層 
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(3) 魚市跡地の液状化対策の検討 

平成９年に行った調査では、具体的な地盤改良工事の内容や、工事費の

積算を行っていなかったため、今回、県庁舎及び警察本部庁舎が防災拠点

施設としての機能を十分に確保することを目標に、液状化対策の検討を行

いました。 

 

① 想定した地震動 

平成９年に行った調査では、当時の「建築基礎構造設計指針」（日本建

築学会）に従って、建物の供用期間中に１回～数回遭遇する中規模地震

（５０年に１回程度、水平加速度１５０gal）による液状化の検討を行い

ました。その後、阪神・淡路大震災による被害状況をふまえて、平成１

３年に「建築基礎構造設計指針」が改訂され、建物が遭遇すると想定さ

れる最大級の大規模地震（５００年に１回程度、水平加速度３５０gal）

による検討が推奨されています。今回は、このより厳しい基準である水

平加速度３５０gal による検討を、最近の新しい知見を加えて行いました。 

   なお、概算工事費の算定には、想定される最大級の地震動である水平

加速度３５０gal（阪神・淡路大震災などの際、液状化した地盤上で観測

された最大値）を採用していますが、設計段階では、想定する地震動に

ついて地域性を考慮したうえで詳細に検討する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 想定した地震動 

検討時期 想定地震動 再 現 期 間 地表面水平加速度 

平成９年検討 中規模 

建物の供用期間中に 

１回～数回遭遇する 

（５０年に１回程度） 

１５０ｇａｌ 

今回検討 大規模 

建物が遭遇すると想定 

される最大級の地震 

（５００年に１回程度） 

３５０ｇａｌ 

（阪神・淡路大震災などの際、液状化

した地盤上で観測された最大値） 

※ 水平加速度：地震により建物が受ける荷重の大きさ 

150gal、350gal は「建築基礎構造設計指針」（日本建築学会）による推奨値 
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② 想定した工法と工事概要 

○ 液状化対策工法としての実績が多く、信頼性が高い砂杭による締め

固め工法を想定しました。具体的には、工事中の振動による護岸等の

既設構造物への影響を考慮し、静的締め固め砂杭工法（ＳＡＶＥコン

ポーザー）としました。 

○ 平成９年に地質調査を行った１２地点のうち、最も液状化の危険性

が高いボーリングＮ０.４の地層断面で、水平加速度３５０gal の大規

模地震を想定して、地層全体の液状化危険度の指標であるＰＬ値を５

以下とするために必要な地盤改良工事の内容を設定しました。その結

果、直径７０㎝の砂杭を改良深さ１３ｍ、１．９ｍ間隔で施工するこ

ととしました。 

これにより、調査地点の中で最も液状化の危険性が高いボーリング

Ｎ０.４の地層断面でも、改良後は、水平加速度150gal の中規模地震

に対して液状化の危険度がかなり低く、水平加速度 350gal の大規模

地震に対しても、液状化の危険度が低いことが確認されました。 

○ 高度の対策工事を要する部分として、庁舎及びその周辺部（ライフ

ラインの導入部を含む）を想定し、敷地面積の２分の１に当たる約１５,

０００㎡で上記工事を行うことし、砂杭を４，１５５本施工することと

しました。 

 

PL=0 液状化の危険度がかなり低い
PL≦5 液状化の危険度が低い
5＜PL≦15 液状化の危険度が高い
PL＞15 液状化の危険度が極めて高い

PL値

50年に一度遭遇する
中規模地震

水平加速度１５０gal

改　　良　　後

500年に一度遭遇する
大規模地震

水平加速度３５０gal

現　　状

50年に一度遭遇する
中規模地震

水平加速度１５０gal

PL値 PL値 PL値

１．５２ ０．００ ３．８０

※ＰＬ値：地層全体の液状化危険度の指標 

◇ 現状と改良後の液状化の危険度（ボーリング№４の地層断面で検討） 

　調査地点中最も液状化の可
能性の高い№４の地層断面で
検討した結果、現状で、水平加
速度150galの中規模地震に対
して液状化の危険度が低い。
　改良後は、水平加速度150gal
の中規模地震に対して液状化
の危険度がかなり低く、水平加
速度350galの大規模地震に対
しても、液状化の危険度が低
い。
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H/２

H

砂杭 支持層 基礎杭 

 

 

改良深さ 

 Ｈ＝１３ｍ 

建物周囲は改良
深さの１／２の
範囲まで施工 

静的締め固め砂杭工法（ＳＡＶＥコンポーザー）イメージ図 

地中に砂を圧入して砂杭を形成することにより、 

周囲の地盤を圧縮して締め固め、液状化しにくい 

地盤をつくる。 

ケーシングパイプを回転させながら地中に挿入する 

ため、振動が小さく既設構造物への影響が小さい。 

◇ 想定した液状化対策工法の概要 

◇ 液状化対策工事のイメージ図 

液状化を防止するためにはどの程度の間隔で

砂杭を施工すればよいかを計算式により求め、

施工範囲全体では何本の砂杭が必要かを算定

して工事費を算出する。 

1.9m 

1.9m 

70cm 

砂杭の配置図 
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③ 概算工事費 

上記のとおり、平成９年の地質調査結果を基に、想定される一番厳し

い条件をクリアする前提で、液状化対策工事を想定した場合、その工事

費は約５億円と試算されました。 

液状化の可能性のある地層が存在するのは敷地の一部ですが、今回の

検討では、最も液状化の可能性が高い地層断面が敷地全体に渡っている

と想定しており、極めて過剰な設定となっています。このため、実際に

工事を行う場合には、詳細な追加調査・検討を行うことにより、工事費

の削減が可能です。また、振動が許容される部分にはより低コストの工

法を採用することにより、工事費の削減が可能となります。したがって、

この約５億円という工事費は、最大値の想定となっています。 

 

    ◇ 概算工事費（最大値を想定） 

工   種 

静的締め固め砂杭工法 

ＳＡＶＥコンポーザー 

（低振動・低騒音） 

砂 杭 径 直径７０㎝ 

改 良 間 隔 １．９ｍ×１．９ｍ 

改 良 深 さ １３ｍ 

改 良 面 積 １５,０００㎡ 

本   数   Ａ ４,１５５本 

施 工 単 価   Ｂ ８５,３２３円／本 

直接工事費  Ｃ＝Ａ×Ｂ ３５４,５１７千円 

諸経費等（現場管理費等） Ｄ １４１,８０７千円 

概算工事費 Ｅ＝Ｃ＋Ｄ ４９６,３２４千円 

 


